
将来負担比率及び有形固定資産減価償却率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）

将来負担比率及び実質公債費比率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）

7.4 6.6

0.0 0.0

実質公債費比率 7.1 7.1
類似団体内平均値

将来負担比率 0.0 0.0 0.0

7.3

実質公債費比率 ▲ 2.3 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 2.2

対象年度の該当数値なし

0.0 0.0 0.0 0.0

R03

当該団体値
将来負担比率

H29 H30 R01 R02

59.3 60.4 61.1 61.0

65.9有形固定資産減価償却率 72.7 67.7 65.9
当該団体値

将来負担比率

類似団体内平均値
将来負担比率 0.0

57.7有形固定資産減価償却率

対象年度の該当数値なし

64.6

H29 H30 R01 R02 R03

H29H30R01
R02

R03

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0
57.057.558.058.559.059.560.060.561.061.562.0

将
来
負
担
比
率

有形固定資産減価償却率

H29
H30R01R02 R03

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0
6.46.66.87.07.27.4

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率

- - - - -

- - - - -

（12）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 福島県大熊町令和3年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

10,160

10,115

78.71

43,107,963

38,703,372

565,998

5,282,193

0

人(R4.1.1現在)

人(R4.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

-2.2

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H29  Ⅰ－０ H30  Ⅰ－０ R01  Ⅰ－０

R02  Ⅰ－０ R03  Ⅰ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 令和4年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体毎の決算に基づく健全化判断比率等を算出していない団体については、債務償還比率、実質公債費率、将来負担比率のグラフを表記しない。

※ 類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ 64.6％ ]

類似団体内順位
53/88

全国平均
59.7

福島県平均
59.5

有形固定資産減価償却率の分析欄

東⽇本⼤震災に伴う福島第⼀原⼦⼒発電所事故の影響によ
り、帰還困難区域と定められた町内にある公共施設等が年々減
価償却し、また、新たな公共施設等の更新及び建設が無かった
ため、有形固定資産減価償却率が平成２９年度まで上昇してい
た。平成３０年度以降は復興拠点内に本庁舎など公共施設の建
設等進んでおり、減価償却率が下がってきている。

(％)

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

86.6

39.6

61.0

R03R02R01H30H29

64.6

61.160.459.357.7

65.965.967.7
72.7

（参考）債務償還比率

債務償還比率 [ 0.0% ]

類似団体内順位
1/94

全国平均
476.3

福島県平均
361.7

債務償還比率の分析欄

対象年度の該当数値なし

(％)

1,000.0

800.0

600.0

400.0

200.0

0.0

743.5

0.0

138.2

R03R02R01H30H29

290.0296.0276.1248.4

将来負担比率と有形固定資産減価償却率の推移

将来負担比率と実質公債費比率の推移

(％)

(％)

(％)

(％)
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